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た。第 1部の労働過程分析、第3部の合理化分析

では北海道の特殊性がでにくいとは思うが、特に、

第2部の労働市場の階層性の分析では、要所要所

に全国と北海道の比較がなされてはいるものの、

総体としての建設労働市場における北海道の特殊

性についてふれてほしかったというのが筆者の感

想である。

本書は、社会政策・労働経済や北海道経済に関

心がある方だけでなく、地域農業に関心を持つ方

にとっても学ぶ点が多い。ぜひー読をお勧めした

い。

（著者は北海道大学教育学部）

三島徳三著

『規制緩和と農業・食料市場』

日本経済評論社 2001年216頁

九州大学大学院農学研究院村田 武

本書は、著者の「まえがき」によれば、 1980

年代以降のわが国における規制緩和政策の進展と、

それによる農業市場および食料市場への影響を多

角的に分析し、そこに伏在している諸問題をえぐ

り出したうえで、農林漁業における公的規制のあ

り方を論じたものである。著者がここ 5年ほどに

発表した論考に加筆修正をほどこし、さらに新た

な書き下ろし論文を加えて編集されている。

著者が本書で意図するところを要約すれば、

(1) 現代日本における新古典派経済学• 新自由

主義に依拠した経済社会構造改革である規制緩和

と、そのもとでの農業・食料市場の基本的特徴を、

国家独占資本主義論を理論的武器に解明し、 (2)

新自由主義の規制緩和と「市場経済万能論」を排

し、「世界と日本で再び『福祉国家』体制を取り

本書はすでにその内容を紹介した書評に恵まれ

ており、また本書評の紙幅に制限があるので、編

別構成に沿った内容紹介ではなく、著者が「規制

緩和」とそのもとでの農業・食料市場の分析にお

いて国家独占資本主義論的視角と運動論を堅持す

るとし、第 1章の末尾に「国家独占資本主義と農

業市場」として4点で整理されている国独資下の

農業市場にみられる特徴についてのみ紹介してお

... ヽ

-つ o

第1に、国独資農政においては、農産物価格支

持政策に代わって、広義の農業生産財（土地改良

事業などを含む）を対象とした市場創出政策に重

点が移りつつある。第2に、食料市場が全般的に

拡大しながら、国内農業、したがって国内農産物

市場の相対的地位の低下が進み、国独資の政策方

向も食品産業を含めたフード・システムの整備に

重点を移しつつある。第3に、これまで国独資農

政を特徴づけていた農産物価格支持制度は、農民

「保護」の政治的必要性の後退と、国際競争の激

化に対応した総資本の「c+v」切下げの経済的

要請によって見直しが迫られ、 80年代後半以降、

行政価格の引下げに転換した。第4に、国独資の

新たな機能として流通分野における規制緩和と資

本の参入条件の整備が課題になっている。

著者によれば、ところがこうした「国独資にお

ける農業市場の位置づけの変化」は、「国内農業

と家族経営における危機と裏腹のものである」か

ら、「家族経営の再生産軌道を回復し、国内農業

の拡大発展を進めていくためには、政治変革を含

む国民的対抗軸の形成によって国家独占資本主義

に譲歩を迫り、農産物価格• 所得政策の再構築を

図ることから始めなければならない」（第 1章・

21ページ）ということになる。

戻す」ための「現代変革を展望した新たな理論装 現代日本の農業市場と国家独占資本主義論

置Jたる「国民的立場からの公的規制論」を提案 さて、著者がその有効性を強調する国家独占資

することにある。 本主義論である。
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著者は、島恭彦の「国家独占資本主義は、国家

権力を自己に従属させている独占資本の支配体制

である。または国家（国家支出、国家投資信用、

国有企業その他の国家の経済管理）によって補強

された金融寡頭制である。」とする定義が基本的

に妥当なものとして、それが「国家の性格規定に

おいて独占資本による従属面が一面的に強調され

ている結呆、労働者階級を中心とした国民大衆へ

の国家の譲歩の側面が軽視されているように思わ

れる」と一部批判的に継承しつつ、現代の国独資

が、「独占資本主義体制を補強する“顔”と、『福

祉国家』という“顔”という "2つの顔”をもつ」

とする。そして著者はこのような国独資理解を、

北原勇の第二次世界大戦後における「成熟した形」

としての国独資の「経済過程への大規模で恒常的

な介入」への国家介入理解で補強し、国独資は

「持続的な経済成長のための市場創出政策の展開

を根本的な特徴とする」と規定することでもって、

国独資論の著者としての「再規定」だとしている。

著者の国独資論へのこだわりを生かす道をさぐ

りたい。国独資論を慌てて捨て去り、産業紐織論

などに逃げこむ必要はない。この点で、評者は著

者と同じ見解である。そのうえでの話しである。

第 lに、著者は、島理論を土台に、北原理論で

補強するとしながら、戦後国独資の理論的本質は

何かという形で問題をとらえようとするあまり、

これらの理論的先達が注目してきた国独資の段階

性の問題を見逃したきらいはないか。島恭彦は、

「国独資は資本主義の危機に対応するために、国

家権力をもって補強された独占資本の支配体制金

融寡頭制」であるから、「したがって危機の発展、

変化に即して、国独資の発展段階の規定がなされ

るべき」であって、第一次世界大戦後の資本主義

の安定化とともに「国独資体制は一時後退する」。

しかし、第二次世界大戦後に、国独資の体制は

「ふたたび強化され」、その後「恒常化してくる」

と把握した。島の国独資研究は 1960年代始めま

でであるので、戦後の段階区分はまだ問題になら

ない。しかし、現代の国独資を研究できる北原勇

氏は、「1970年代の変質とその後の新たな展開・

『国家独占資本主義』の再編」を問題にしている。

近年では小松善雄氏が国独資の構造・型を問題に

し、 1929年世界恐慌をきっかけに発展した「ケ

インズ型・大きな政府の国独資」と、 1970年代

半ば以降の「第二期の新自由主義• 新保守主義的

経済政策の支配する国独資」が区別されるべきで

あって、現在はこの第二期の国独資の限界が露呈

されつつある時代だとしている。（島恭彦の国家

独占資本主義論は『島恭彦著作集』第 5 巻• 有斐

閣、北原勇氏のそれは『資本論体系 10・現代資

本主義』有斐閣、小松善雄氏のそれはさしあたり

『経済』 2002 年 2 月号、 27~28 ページを参照）

著者は、本書が明らかにしたのはまさにこの

1970年代以降の新自由主義、市場原理万能主義

の国独資であると反論するであろう。しかし、著

者はわが国の 80年代に始まる規制緩和政策の歴

史的推移を緻密にフォローし、その画期ないし段

階規定を試みながらも、それを国独資の段階規定

と結びつける議論を積極的に展開するにはいたっ

ていない。言葉尻をとらえるようだが、著者の

「現代の国独資はケインズ主義と新自由主義の併

存した体制」（まえがき・ viiiページ）という現代

国独資把握は、戦後国独資の段階把握からすると

どのように理解すべきであろうか。評者は、かつ

て、現代を「1930年代を起点とし戦後は冷戦体

制下に引き続いた国家独占資本主義的危機の一時

的緩和が、多国籍企業のグローバル支配と重層し

た段階で、国家の主体的政策選択を可能にしたと

とらえるべきでないか」と主張している（拙著

『世界貿易と農業政策』、ミネルヴァ書房、 17ペー

ジ）。大いに議論したいところである。

第2に、これと関わって、上原信博氏が国独資

農政の分析を行う際の視点について、たいへん重

要な指摘を行っている。上原氏は、「新旧基本法
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農政の差異や両者間の転換を考察する際、各農政

の目標と具体的内容の理解、またはその不整合性

の指摘に止まるのではなく、両農政展開の基調に

横たわる経済構造ないしは両者の段階差を貫く経

済的基礎構造の究明こそが、より重視されるべき

ではないか。すなわち、戦後日本資本主義が、敗

戦を機に米ソ冷戦体制に深く包み込まれて、その

枠組の中で復興•高度成長を遂げ、 90 年代同体

制解体後は、米国一極化の世界資本主義再構成

（グローバリゼーション）の下で展開を図らねば

ならないという日本資本主義の構造的特質と世界

史的位置づけを捉えることにより、両農政転換の

本質的意義が明らかになるのではないか。この点、

WTO体制発足と強化（「国際協調路線」強化）

が農政を新たな段階に導くという文脈の記述によ

るのでは十分だと思えない。」とされている（『経

済』 2002年2月号での北出俊昭著『日本農政の

50年・食料政策の検証』（日本経済評論社）につ

いての書評）。上原氏の指摘は評者自身も痛いと

ころを突かれた感があり、あえて引用した。国独

資論を堅持しようとするわれわれに求められてい

るのは、まさに同氏が指摘されるように、政策転

換の基調に横たわる経済構造または経済的基礎構

造の正確な把握に全力をあげることではなかろう

か。「国内農業と家族経営における危機」の具体

的分析なくしては、著者がいうところの「家族経

営の再生産軌道を回復し、国内農業の拡大発展を

進める」うえでの理論的前進は困難ではなかろう

か。「家族経営の再生産軌道」とは何か、戦後日

本農業における家族経営はいかなる存在であり、

いかなる変容を遂げつつあるのか、 21世紀の日

本農業の担い手はどのような経営として措定でき

るのか、農業・農産物市場はいかなる国内農業基

盤のもとに構成されるのか、われわれには壮大な

研究課題が与えられている。

第3に、現代国独資が規制緩和・ 「規制改革」

を旗頭に新自由主義的政策を強行するなかになっ

て、それへの国民的立場からの対抗理論をどのよ

うに構築するかである。著者の言うように国独資

論に加え、現状変革を展望した新たな理論装置と

しての「国民的立場からの公的規制論」を展開す

ることでよいのであろうか。著者のこの論理展開

からは、独占資本主義の危機が一時的に緩和した

現代にあって、食料・農業政策や公共事業転換を

求める住民運動や、協同組合運動に加えて NPO、

NGOといった新たな運動組織や形態が生まれて

きており、そこに国独資に対抗する主体的条件の

成熟がありうることの意義を、公的規制との関係

を含めて、いかに理論的に位置づけるかという問

題が抜け落ちることになっていないか。ここにこ

そ、国独資論の現代的困難ないし弱点があるので

はなかろうか。書評という場を借りて、評者自ら

の研究課題を考える機会とさせていただいたこと

を付記したい。
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